
 







国内ばかりか世界で初めて商品化したエネファームを一般販売した初年度がいよいよ終わろうとしている。このようなな
か２月末に「平成 21年度日本エネルギー学会　学会賞」を新日本石油、東芝燃料電池システム、パナソニック、大阪ガス、
東京ガス、東邦ガスと弊社の７社が共同で受賞という栄誉に浴するに当たり、これまで支えてきて頂いた経済産業省を中心
とした官庁、大学・国立研究所、エネルギー事業者、お客様に感謝申し上げる次第である。
政府は温暖化ガスを 2020 年までに 1990 年比 25%削減する目標を掲げており、その実現には、温暖化ガスをほとんど

排出しない原子力発電や太陽光や風力、地熱などの再生可能エネルギーの普及が不可欠である。現在、一次エネルギー供給
に占める再生可能エネルギーの比率は 3%程度であり、2020 年においても 7%程度との想定であることから、非常に厳し
い状況にある。政府目標の 25%減を達成するためには、国民・企業にどの程度の負担を求めるのかも大きなポイントであ
るが、エネファームのメーカーとしては、商品の開発・展開による省エネ・エコエネルギーに大きく貢献するべく取り組ん
でいる。
振り返ると、新日本石油と三洋電機は、2000 年から家庭用燃料電池システムの共同研究に着手し、2005 年度から４年

間にわたり経済産業省の主導による「定置用燃料電池大規模実証事業」に参加したものであり、その間、総設置台数 3,307
台の 40％以上に達する 1,368 台を設置する実績のなか、2008 年４月に（株）ENEOS セルテックを設立した。
特に本実証事業では水素源である燃料として、LPガス、都市ガス、灯油の 3種類が用いられ、新日本石油は参加企業の

なかで唯一この３種類の燃料それぞれに対応した仕様の装置を 47都道府県に設置して各種データの取得を行った経緯にあ
る。ENEOS セルテックは、合弁会社設立前の旧･三洋電機製造分を含めて、1,300 台近くの実証試験用燃料電池システムを
製造した。その後、家庭用燃料電池は、業界統一名称として「エネファーム」とネーミングされ、2009 年度から世界に先
駆けて日本国内市場への本格導入が開始された。
福岡県での福岡水素エネルギー戦略会議の活動の一環として、福岡県糸島市（前原市）にある一戸建て住宅の集合団地

150 世帯に LPガス仕様のエネファームを集中設置した実証事業は、この規模で集中的に家庭用燃料電池を設置するという
意味で世界初の取り組みであり特筆すべき事例である。「福岡水素タウン」の整備は、官民が連携して将来の低炭素社会、
水素エネルギー社会を可視化･具現化するモデル都市として、その先進的な取り組みが高く評価され、経済産業省および
NEDOの「新エネ百選」　に、燃料電池･水素エネルギー分野で唯一選定されるという栄誉にも浴することができた。
４年間にわたる大規模実証事業により、安全性･信頼性･耐久性など燃料電池システムの性能にかかわる部分については多

くの知見を得ることができたが、現時点での最大の課題は、システム価格が非常に高いことであり 4年間の実証事業で 770
万円から 329 万円まで 57%のコストダウンを達成したが、より一層の低減が必要であり、そのための部品点数の削減や製
造工程の最適化、運搬・施工性の向上や設置の制約条件を緩和するための小型軽量化など様々な課題をスピードをあげて解
決しなくてはならないものと認識している。
2009 年度の発売に合わせて国による「民生用燃料電池導入支援補助金」事業が始まり、工事費と合わせて最大 140 万円

の補助金の受給が可能となったものの、お客様には 200 万円程度の自己負担が必要であり、大幅な普及が期待できる価格
には至っていない。2015 年度までには 50～ 60万円程度の販売価格を実現することを目標として、鋭意研究、調査検討に
取り組んでいる。
一方で、弊社では熱需要より電気需要の多いお客様に向けて SOFC の開発も行っており、更なるコストダウンのための技

術革新と量産効果を進めるとともに、更なる市場創出、特に狭小住宅や集合市場への展開を見据えた技術開発の推進、全国
規模での認知度向上のための普及加速政策として、導入支援補助金、コストダウン・耐久性向上・付加価値向上を実現する
ための技術開発への支援をお願いしたいと考える。
「環境の世紀」と言われエネルギーの多様化が進展する 21世紀において、水素を身近なものに感じ「低炭素社会」を実
現するための次世代技術として各方面から多大な期待を寄せられている燃料電池･水素エネルギー分野の開発と生産に今後
ともメーカーとして積極的に取り組み、低炭素社会のエネルギーネットワークの一翼を担っていきたい。皆様方からのます
ますのご支援を期待したい。

Nobuhiko Watanabe
Executive Director  ENEOS CELLTECH Co.,Ltd.
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　大型燃料電池は、燃料に対する総合利用効率が高い発電装置であ
るため、常時運転用として有力な電源ですが、災害などによる停電
時の緊急用としても高い実力を備えた電源です。
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